









































































































































































































































































































































































































































































出　　勤 登　　校 買　　物　　　　　、 娯　　楽 業　　務 帰　　社 計


















@目的 出　　勤 登　　校 買　　物 娯　　楽 業　　務 帰　　社　　計
職　種 1
























H　学　生　「2｝ 0．0 0．9690．0823 0．17850．0312
12　主　　　婦 0．00550．0 0．99850．2859 0．00241 ．0　　　　1．2929
13　無職・他0．03810．00060．70840．4380．Ol440．0　　　1．1996















































産　　業 囲 サン九数人数 トリップ数 1人当りト｜ルプ発生数 傾向
1 105 106 1．01
2 30 26 0．87
農林・水産業 3 197 247 1．25
4 4 5 1．255 5 12 2．40
1 13 1 0．082 32 ll 1　0．34
鉱　　　業 3 6 1 0．174 4 4 ［　1．00
5 5 2 ；　0．40
i　　　　　　．一一一一 1 305 256…0．84
2 472 292 0．62




2 3，212 778；　0．24製　造　業 3 510 5621　1．10
4 136 196 1．445 628 435 0．69
一
1 　一一一一W57 ”AV99 0．93
2 い370 917 0．67卸・小売業 3 827 い180 1．134 175 211 1．21
5 340 315 0．93
1 51 33 0．65
2 520 215 0．↑1
金融・イ働産 3 57 92 1．61
4 16 21 1．31
5 84 65 0．77
1 50 58 1．16 1
2 838 338 0．40
運輸・通信業 3 40 54 1．35
1 9 10 1．11
｝ 91 62 0．68 1










5 41 37 0．90　［
1 683 237io．3512 1，325 422 0．32　1
サービス業 3 437 354‘　0．81　14 88 69．　0．78
5 202 131 0．66
1 62 13 O．21　12 L407 404 0．29　1


































































































































































































































































































































業　　　種 人　　　数 トリップ数 1人当たりgリップ数 市場パターン
農林・水産メ 341 396 1．16 A
鉱　　　　　業 60 19 0．32 B
建　設　当 1，188 い115 0．94 A
製　　造　　業［ト　　5，303 2，319 0．44
卸売・小売 3，569 3，4220．96I　　A
金融・不動産 728 426 0．59A－2，B－2
運輸・通　信 1，028 522 O．51B－1，　C
電気・ガス・水道 447 325 0．73










































建　　設　　業 26．3 1．94 2．69 33，851
製　　造　　業 10．0 2．70 23．82 81，076
卸・小売　業 2．2 3．28 23．49 108，735
金融・不動産 21．3 2．04 2．64 41，779
運輸・通信 115．0 1．35 2．87 13，785
電気・ガス・水道 435．2 0．47 0．26 10，484


















































































































































































o　　　D 大津市 草津・守山 近八・能登川 PT圏外 発生計
大　津　市　一一一． 2，664 72 14，706i14，127）56，477
　　　　一崇ﾃ・守山 一一@　27，282 406 10，347i9，059）43，523

































農家総数（A） 専業農家 兼業農家（O （B）／（A）
大　津　市 5，490 202 5，288 0，963













































































































































































































































































































































































































































































































































































6 ．1008．0853　．0524 ．0490　．0509．0484　．0650． 542
7 ．0676．0427．0379　．0437 ．0369　．0553．0457




















17 ．0121．0127 ．0045．0071　．0031 ．0069　．0090．0 98
計 1．oooo1．0000 1．0000 1．0000　1．00001．00 　1．00001． 00
ゾ≒ン番号 市・区・町・村名 ゾLン番号 市・区・町・村名
1 箕面市　能勢町　東能勢村 12 北ズ東区西区　ヌ王寺区　一一一一一一一一・一．









8 阿蹴二住吉区東住吉区　西成区 17 泉南市　阪南町　田尻町　岬町
9 都島区東成区生野区旭区城東区
10 西洒りll区東淀川区 i
11 福貼：此花区港区　大正区 　　．一一一v
一37一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　26）　2．4　分布交通量推計モデル再考：現在パターン法
　　2．4．1　概　　　要
　本節ならびに次節2．5ではゾーン間分布交通量を推計するモデルとして従来からよく用いられ
ている方法を再考・整理し、理論的背景のあいまいであった経験的なモデルについても、それら
に理論的な根拠を与えることが可能であることを示す。
　本節では、成長率を用いるところの現在パターン法を確率論的に再考し、従来から提案されて
いるテトロイト法、平均成長率法ならびにフレータ法の各法について統一的な解釈を試みる。
　従来の分布交通量推計モデルとは一般には、次の2つのサブモテルを連結したところのモデル
を指している。
　　｛1）ゾーン間交通量の分布パターンを特定化するモデル
　　（2）（1）で得られたゾーン間交通量について、それを着側について集計したものが所与の発生
　　　it　ee一致し、他方発側について集計したものが吸引量に一致するように分布パターンを修
　　　正するモデル
そして、il）としては重力型式のモテルが、（2）としては既存の現在パターン法（成長率法）が修正
モデルとして用いられている。そこで本節ではまず既存の現在パターン法の検討を中心に行ない、
次節では重力型モデルを、これら修正モデルとの関連で再考し、統一的な解釈を試みる。そして
次節の後半では、分布交通量予測における問題点にっいても言及する。
　　2．4．2　現在パターン法の確率論的解釈
　分布交通量推計における現在パターン法とは、ゾーン間の抵抗概念（時間、距離、交通費用な
ど）を用いずに、既知の値（現在OD表、将来OD表の周辺分布など）を用いて将来OD表を推
計する手法総体を指す。しかし現在パターン法においてはゾーン間の抵抗または結びつきの度合
を考慮に入れていないわけではない。現在のそれと同じであるという形で考慮しているのである
が、ただそれらの将来変化には対処できないというにすぎない。したがって、長期予測に際して
もし交通体系が不変とみなし得る場合には現在パターン法を用いても一向SCさしつかえないこと
には注意しておく必要があろう。
　さて、現在パターン法とは塚原氏（1962）の言葉を借りれば
　　（D　将来OD表における各行、各列の和が与えられた値ec一致する、という条件と
　　（ji）将来OD表の元の構成が、現在OD表の元の構成に最も類似するという条件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　すなわら、与えられた周辺のもとで、将来OD表を埋めてゆく手法だということもできよう。
分布を満足するODパターンは無数に存在するが、その中から現在OD表の示しているパターン
一38一
に“最も類似する〃パター・観つけることである・ベクトルと行列表示で示せ1ま・
　　　　　　　　　　　　　　　　
　　〃ニ（UI　U2……Ui……Urv）
　レ＝（v、γ2……γ」……v〃）
P＝
P〃・ηV2…◆’Rvrv
：　発生量ベクトル
：　吸引量ベクトル
分布パターン（ゾーン間遷移行列）
これら発生量ベクトルe、吸引量ベクトルv・分布パターンPの緒間には
　　　　UP＝㌢
なる関係が成立し、ここで・、時所与とするとき…の関係式を齪する分布パターンPは
轍。存在する。と・なるが、・の中で最槻在のパター・ee近いもの鯨めようとするわけで
ある。
．の〃最も類似する〃という抽象的珊念を・唯輪的噺定し・みよう・すれば・「｝仔来⑪
表の（t，コ’j癖の先羅率・、現在の靴・D鋤蒔しい」と鍛でき・このとき各
（・，ノ）。x、」ずっ割当・る齢の数吐羅純考慮した同罐率・総交櫨をTとして
　　　　、－　T1爪殉芦ゴ　　　　……………・一・（・・1・）
　　　　　　　刀X川　り
　　　　　　　iフ
　　　　　　　（T＝ΣXiゴ）
　　　　　　　　　　輌」
と記せる。ここにP白は現在の単位OD表であり、次のように定義される。
　　　　P∫ゴ＝X｛」／Σ㌢（Xiゴ：現在OD表）
　　　　　　　　　　　り
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　゜’’’’’’”・・’…　今”・°’　（2・　15）　　　　　　＝x｛ゴ／T’
。のとき確率的。み。最も生起し易いパターンi・（・・14）式で示され胴時確和を最大にす
るXiゴの組であるから、我・の問eel・以下のように定式化される・
　　　　M・x・S一μ；｝認（・1・）Xり
　　　　　　　　　　り
　　　　、ub．、。　Σ・i」－U、　，（i－1……・…N）　……………’’’”右（2’16）
　　　　　　　　　　ξ・i、一・、．（ノー1，・，…一・，・N）　…一…………（・・17）
　　　　　　　　　　t
一39一
Sを最大‘こすることとln　5　を最大にすることとは同値であるから、この問題は（2・16）、
（2・17）式に対するラグランジュ乗数をそれぞれαi（i＝1・2・……・N）・fij（ノ＝1・2・…
…，N）とすると
　　　　Max．　L，
　　　　　　　Lr蛯1鴫す（x川・x‘・－xの
　　　　　　　　＋Σ・i（ΣXi」一の＋Eβ」（ΣXi」一レゴ）
　　　　　　　　　　t　　　　ノ　　　　　　　　ノ　　　　t
と書き直され、この問題の解は∂L／∂Xi’1’＝0、∂L／∂αi＝0、∂L／∂βノ＝0より
　　　　・り一場・α帰　　　　　　　…一……一…・（・・18）
ただし、
　　　　ΣXij＝Ui　　　　　　　　　　　…………………（2・19）
　　　　ゴ
　　　　EXゴゴ＝レヶ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…………・・…・…　（2・20）
　　　　1
と得られる。　（αi，場）を求めるためには（2・18）式で与えられたXljを（2・19），（2・20）
式に代入し、それらを（α㍑βゴ）について解けばよい。ここで簡単の為に
　　　　・、θα）・・ゴー・βゴ
　　　　（2i＞0，μノ＞0）
と置けば（2・18）、（2・19）、　（2・20）式はそれぞれ、
　　　　Xfゴ＝ρ｛パμゴ
　　　　2i（ξμゴソ）＝Ui
　　　　μ」（zλ凶）一り
となる。さらに（2・15）式の関係より、p；」．・X：・」／T’を代入すると
　　　　Xij＝Xlゴ（　2i　／T’）μゴ
　　　　（2i／7ソ）（ΣμゴX｛ノ）＝Ui
　　　　　　　　　　］
　　　　μ」〔Σ（Ri／7ソ）x∫ゴ〕＝Vi
　　　　　　t
一40一
となるので、ここで
　　　　ホ　　　　　　　　　　　　　　＊　　　　2i＝2i／7ソ　・　μゴ＝μゴ
と置き直せば、我々の問題は次のように簡潔に記される。
・、元一％拭
Ii（琉∫）翰＝Ui，（i＝1，2，……，∋
　　ノ
＊　　　　　＊
μゴ（E2iX｛ゴ）＝；一り・　（ノ＝1・2・……・∧「）
　　t
・・・・・・・… @’・・・・・・・…　（2・21）
’’’’’’’’’’’’”σ・・・… @　（2　・　22）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’”………’°……・（2・23）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊　　＊すなわち、将来のOD交通最Xijは現在のOD交通量Xわと、パランシング・ファクター2i、μ」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊　　＊の積によって表わされる。そして、このバランシング・ファクター2i、μ」は（2・22），（2・23）
の連立方程式より求めるのである。　（2・22）、　　　i｛1）．6α）．α，1，．．
　　　　　　　＊　　　　＊　　＊　　　　　＊　　　　＊　　　　＊
（2・23）式はa＝（2122……2rv）、　Pt＝（μ1
＊　　　＊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛｛2｝・UttΣ：葺’・』’
μ2……μ4rv）についての非線型連立方程式であり
代数的求解は困難であることから、計算は図2・4
・1の手II『i　ecよって行なう。
次。解（＊＊Qi、μゴ）の願・つい・調べ・みよう。　　　　X・・21－xa）　1・・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1く・，（2・22）、（2・23）式を次のように変形する。
　　　　＊　　　　　　　　　＊　　　　2i＝bi／Eμゴxfi　j　………（2・24）
　　　　　　　　　ゴ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図2・4・1　収束計算の手順　　　　声元一り／Σ　1…i・」一…（・・25）
　　　　　　　　　i
（2・24）、（2・25）式で表わした連立方程式は、未知数2・V個、方程式数2N本となっている
　　　　　　　　　　　　　＊　　＊のであるが、ΣX↓」＝Σ氾jRiμゴ＝Tという関係式があるために、独立な方程式の数は2．V－
　　　　　　；］　　　　tノ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊　　　＊
1本と減ぜられることになる。したがって（2・24）、（2・25）からは一意的な（2i，μゴ）の
組を滅する、とができない．しかし、・、」の擬の為・は（礼勘の一意fY」な解叫要が
　　　＊　＊なく、2iμゴという積の値さえ得られれば十分であることee注意しよう。いま（2・24），（2・25）
　　　　　　　　　　　　　＊＊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊＊　　　　　　　　　　　＊＊式を満足する任意の解を（2i，μ」）（i，ノ＝1，2，・・…・，N）としよう。このとき2iをC倍した
ものを
　　　　＊　　　　け　　　　2i＝CAi（i＝1，2，……，N）、C：任意の定数（×0）
とおけば、　（2・25）式より
一41一
E，一り／Σ1治
　　　　　i　＊＊
　＝り／CE　’Xi　X；ゴ
　　＊＊　　　　t
　＝μ」／c
となり、結局以下に示すように、積の値は解の組に依らずに、
　　　　鑓一（　＊＊c2i）（葛／・）一麟
一定となっていることが分る。いいかえると、無数の解ベクトルの中のどの解ベクトルをとり出
、。来ようとも、，つのパランシ。グ・・，クター1・満の枇（i’・’）・固有なあ・一定
値となっているのである。また、解ベクトルが無数に存在するという意味は、任意の解ベクトル
。篇で表わすとき、他のすべ・の解べ…レが・篇／Cで表わ・れ…を・し・おり・
Cの値が任意の定数（≒0）をとり得るという意味での”無数”であったことが分る。
．のモデル嚇。、実は竹本．石瀬（1972）両氏の提案す・連立方程式モデ・μ）・一？．～i司
じなのである．しかし、両氏の論文では、（2・24）、（2・25）式e・示される2N本の条件式の
うら1本剛・・従属・てい・・して・もう1本の条件式（・れもかなり根拠の乏しL’）を追iし
て求解を行な。ている．確か吐述したよう・1次独立な条件式は・N－1本しかなく・（a・
驚歴蕊1竺鷲：㌘三∵二惣鷲1㌃
固有な＿定値とな。ており、一意的な解ベクトルをわざわざ求める必要は全くないのである・連
立方程式の解の一意性にこだわりすぎたために、その連立方程式がもっていた特殊な性質を見失
っていたものと思われる。また、両氏のモデルはその理論的背景があいまいであったが、本法ec
よって、両氏のモデルに理論的な意味づけが可能となった。
　　2．4．3　BF法と既存の現在パターン法
　前項で紹介したパランシング・ファクター（BF）を用いる方法から類推される現在パターン
法の新しい考え方は、将来交通量をX巧、現在交通量をX勾、そして（i，ノ）要素の成長率を
fijで表わすとき、この3者間には
　　　　Xi」＝んX儂」
なる関係が成立しており、この成ft率fijが、　iに固有な値とノに固有な値とに分離可能である
との前提のもとにんの形鮪定化しようとするものである．勾の形として瞳本的Fe　‘a次の
3種類を考えることができる。
　　（i）ん＝・iβゴ
　　（ji）fiゴ＝・i＋巧
　　ωん＝・こら＋ρ弓　（ら，　di：定数）
ここにαちβノは　EXij＝Ui・ΣXゴ元＝り　なる2N本の条件式を満足するようZ決定される
　　　　　　　　ノ　　　　　　　　　l
ところのパランシング・ファクター（BF）であり、以下、これら3法をBF法（D、（ji）、（ll）と呼
ぶことにする。またBF法（Dは先述したとおり理論的な背景を確率論；e持つが、他の2法は理論
的な根拠が存在しない。しかし、万」の性格からして、　（αi，βゴ）はそれぞれ発、着ゾーンにお
ける成長要因に関係しているとみなすことができるので、経験的なレベルでの意味づけは不可能
ではない。BF法（i）では相乗効果として、　BF法（il）、（li）では相加的な効果として表わされている
とみなすこともできる。
　BF法（rD、　llDについても、　BF法（Dで行なったと同様の考え方により、万ゴの舶が解の組に依
らない（e，ノ）1こ固有な値となっていることを示しておこう。
　BF法（ii）については
　　　　E（・汁かx；ゴ＝Ui　，　E（・汁βノ）x｛ゴ＝リ
　　　　ノ　　　　　　　　　　　　　　　　　　t
　　　　　　　　　　　　　＊　　　＊を満足する任意の「組の解を（αi，βノ）とするとき
　　　　　　＊　　　　　　　　　　＊　　　　αi・＝αi　＋C，角＝βゴーC　（C：任意の定数）
もまた、解となっており
　　　　・汁角＝（＊αi十c）＋（Eゴ．・）＿ま、＋5ゴ
が成立している。
　他方、BF法CiDにっいても
　　　　E（・iら＋βノdのXlゴ＝σ輌，
　　　　ノ
　　　　E（・輌ら＋fl」　dのXO　＝v」
　　　　；を齪する任意の一一・ruの解を（記5ゴ）とするとき
　　　　　　＊　　　　αi＝α叶γ・di
　　　　　　＊　　　　βゴ＝角一γ・ら
もまた、解となっており
　　　　　　　　　　　　＊　　　　　　　　　　　　　　　＊　　　　αiら＋β元・右＝（αi＋r・di）c1＋（βゴーr・ら）di
　　　　　　　　　　　＊　　　　　　＊　　　　　　　　　　＝α↓Cj＋βjdi
一43一
が成立している。
したがってBF法（i）、（ii）、⑩のいずれの形式をとるにせよパランシング・ファクター（αi，角）
の一意解の求解の必要性はなく、成長率力元の値さえ得られればよいことが分る。
　次にこれらBF法3法を、それぞれ周辺分布の成長率（Fi，Gj）と関連づけて定義し直して
みよう。すなわち
　　　　・i＝・∫　Fi，β元＝β膓oゴ
とおき直すと、BF法（Dでは
　　　　∫り＝・iβゴ＝（・1βわFiG／
BF法（ii）では
　　　　∫輌ゴ＝・i＋・，e」・＝・∫F叶β多G」
BF法ai）では、　di＝Fi，Oj＝Gゴとおくことにより
　　　　ん＝・iCゴ＋β元φ
　　　　　　＝（・，’　Fi　）　Gj＋（β∫oゴ）Fi
　　　　　　＝（・∫＋βわF↓Gゴ
となり、それぞれの形式はデトロイト法、平均成長率法、フレーター法の第1近似式に類似して
いることが分る。そこで以下、これら既存の3法についていま少し詳しく再考してみよう。
　〔1｝　テトロイト法
　　この方法は
　　　　刈一X｛元F‘Gゴ〃，r：全域の成騨　　　＿……………（2．26）
によって第1近似を求め、以下
　　　　パ’）－Ui／E・！’！　　　　　　　……．．．…………（，．27）
　　　　　　　　　ノ
　　　　GS・i）＝V」／Σxl？　　　　　　　　　　　＿＿．．．＿＿．＿．（2．28）
　　　　　　　　　1
で計算されると。ろの修正された新し、・戯率・！1）、・9）がとも。1、、等しくなるまで蝋計算
が実行される。γは本質的には重要でないので省略して収束過程を萬き下すと、nを最終収束ス
テップとして
　　　　・・ゴー・；ゴ（Fi・ゴ）（・（日・9））．．．…（・～n）・9））
　　　　　　一・悟・『）・Sk）　一．・；・、ぴ）・、8。・r）
　　　　・、だし班一パ・ヂ）一・」
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と記せる。ここで、
　　　　・・一ξ。・撃）・β・一ξ。・¶
とおけば、デトロイト法の形式は全くBF法（Dに一致する。
そこでγは省略して式（2・26）、（2・27）、（2・28）を再度眺めてみると、
　　　　瑠一・｛」・P）・9）　　　　　　………・一………（・・29）
　　　　，9）＝Ui／Σ鳩1！
　　　　　　　　　　ノ
　　　　　　ー・i／Σ・｛ゴ・磐）・9）　　　　　・……一……・…（・…）
　　　　　　　　　　ノ
　　　　・9）－VJ’／1・～膓
　　　　　　　　　　t
　　　　　　－・）／斑・曾）・9）　　　　……・…・・………（・・31）
　　　　　　　　　　t
となるが、　（2・30）式、（2・31）式については
　　　　・？）・lp）－Ui／凶・9）　　　　　…・…一………（，・32）
　　　　　　　　　　　　」
　　　　・9）ゆ一り／凶・P）　　　　…・…・・…………（・・33）
　　　　　　　　　　　　1
と変形され、デ，。イト法の収束計鋤鰍はF～1！φ1）がとも。1。なる、とであるから、。れ
をBF法（i）の（2・24）、（2・25）式、　すなわち、
　　　　Ii＿叫／璃xξ元
　　　　　　　　　ノ
　　　　芦ブーり／EI溺
　　　　　　　　　tと対応させてみると、BF法ωの，・ラ．シング．フ，クタ．（1，，　fiゴ）の決定鵠峡計算噸
、ねばならないから塙命，。イ，法はBF法（i）。おい。醐値とし。責9）一パ卿一Gj
を採用した場合に他ならないことが分る。ただし全域の成長US　rを用いる場合はそのかぎりでは
ない。結局、テトロイト法はBF法（Dと同一形式、同一解を持つことになるので、デトロイト法
の理論的背景はBF法（Dに求められることとなる。
　（2）平均成長率法
　　この方法は
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、
　　　　瑠一・｛・F‘i°」　　　　………・・…・……（・・34）
により第1近似を求め、以下デトロイト法と同じ収束計算を繰返す。レ2は本質的leは不要であ
るから省略して計算過程を書き下すと
　　　　・・ゴー・｛ゴ（堺・9））（・～1）＋・9））………（・r）＋。9））
　　　　　　一・f・　、ll。（Fik）＋・IS））　　　・…・・………一（・・35）
と記せる。ここでも同様にして
　　　　Fl1　Lσ、／Σ）～～！
　　　　　　　　　ノ
　　　　　ー〃ンz・｛ゴ（・9＋・sp））
　　　　　　　　　ノ
　　　　09Lり／E）卍！
　　　　　　　　　1
　　　　　一り／別（・9P）＋・9））
　　　　　　　　　t
を得、他方BF法（ii）では
　　　　1＝Ui／Σx｛ゴ（・叶β元）
　　　　　　　　ノ
　　　　1＝り／ΣXlゴ（・叶βゴ）
　　　　　　　　t
であることから、この場合は全く収束計算のプロセスが異なることが分る。BF法（iDでは（αi，
β元）自体の値が遂次修正されてゆくのに対し、平均成長率法では（2・35）式で示すように乗積の
形で修正が進行してゆくのである。また、このちがいによりBF法（ii）では必ずしも非負解を得る
保証がないわけである。
　（3｝フレーター法
　　この方法は
鳩膓一。；，。lp）、μ）・・sp）
ここに、
　　　　　　　　2
iS°）－E・｛ゴ／凶・sp）
　　　　ノ　　　　　ノ
・9）一軸／E・抽旬
　　　　1　　　　　　　t
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（n）　（n）
によって第1近似を求め、以下、上記2法と同様の収束計算を行なうものである。Fi，Gj
がとも。1。な。たときle　l、　tln），ん9）もともiC．1となるので把G警）。っいてのみ修正が遂次行
なわれる。ここでもレ乞は本質的には重要でないから省略して計算過程を書き下すと、
・、∫一・；’」〔（OF｝’）・9（iS°）＋・9））〕．r？）・9）（・？）＋力））〕．
＿＿
k（nF2）・9）（zC）＋ん9））〕
一・｛・息・r）・9）（・Sk）＋hY））
となる。ここに、
　　　　卍）＿・i／Σ・～膓
　　　　　　　　　　ゴ
一・、川・｛ゴ・P）・9W＋夢））｝
　　　ノ
　　　　　　一防／・1°）E・ξゴ・sp）（∠（°）＋・sp））
　　　　　　　　　　　　ノ
したがって
　　　　Fl’）・P）－Ui／Σ・1ゴ・，）（∠，）＋塀））　　　一一．．…．…．…．．…．（，．36）
　　　　　　　　　　　」
同様にして
　　　　・9）・9＿り／Σ％・P）（di°）＋ん撃））　　　…………………（，．37）
　　　　　　　　　　　t
これら（2・36）、（2・St）式は、先述の（2・32）、（2・33）式に対応するものであり、フレーター法の
基本的嫌造。デト。イ，法と殆んど同じである．ただ」1°）＋hsp）という項鮒力。されている点
が異なるだけである。この値は最終的には定数（＝2）に近づくことから、フレーター法による
解の値はデトロイト法によるものと殆んど差のないことが予想される。ただli十句の分だけ収
束が早まっているものと思われる。このようにみて来ると形態上似ていたBF法⑩は基本的‘こは
BF法（ii）に、フレーター法はテトロイト法に（したがってBF法（Dに）、それぞれ非常に似通っ
ていることが判明した。
　2．4．4　BF法における非負解の存否について
BF法（Dでは定義より非負解しか得られないことは自明である取他の2法については、バラ
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ンシング・ファクターが和の形式で与えられているために、必ずしも全ての解が非負となること
は保証されていない。そこで連立一次方程式が非負解を持っ条件について考えてみよう。双対定
理1こおけるファーカスの補題（Farkas’Lemmalに依れば、連立一次方程式
　　　　n呂・・β一ゐ」（ノ＝1，2，・・・…）　　……………・…・・（・・38）
において
　　　　n　　　呂αiノ”i≦°（ノ＝1・2・’’”“・n）　　　………ヂ…（2’39）
を満たすni　lこ対して、つねie
　　　　ξδ・”≦°　　　　　　　　……”…”（・・4°）
とできるならば、連立方程式（2・38）は非負解を持つ。
　いまBF法（ii）にっいて考えてみると、問題は
　　　　Xiゴ；xl1（・↓＋βゴ）
　　　　EXf」（・i　＋　，ej）＝αiσ∫ばx｛ゴ角＝Ui
　　　　ノ　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ
　　　　Σ％（・i＋βゴ）＝Σx；ゴα叶βゴη＝η
　　　　t　　　　　　　　　　　　　　　　t
　　　　にこにUf＝Σx｛わ弓’＝Σx｛ゴ）
　　　　　　　　　　　　j　　　　　　i
であるから、これを行列形式で書くと
蕊≡．⇒
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・i　ut＋Σx｛」βブso
　　　　j
βノ了問x｛ゴ・i≦o
　　　　t
（e＝1，2，……，n）
（ノ＝1，2，……，n）
を齪する聴の解を（‡、，カゴ）で表わすと、（記，カ」）・ついて
　　　　記〃｛＋ΣXl」5」≦o
　　　　　　　　ゴ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ー一・・・・・・・・・・・・…　一一・・　（2　・　41）
　　　　勅＋Σx｛ぷ≦・
　　　　　　　　i
が成立し、このような（ま講）醐しての（・…）式耐応する式は以下のようである。
　　　　　＊　　　　　　　＊　　　　E　di　Ui　＋Σ　P元’Vゴ≦0　　　　　　　　　…………………（2・42）
　　　　t　　　　ゴ
（2・41）式をi，ノについて加えると
　　　　パ川＋舖元巧三（0　　　　　　　　　…………………（2・43）
　　　　t　　　　　　ノ
を得る。この式（2・43）が成立するときfL常ee（4・42）式が成立する条件は非負解存在の為
の十分条件である。それは〔1i＝Ul　Fi，〆」＝vG・Gゴを用いて（2・42）式ee代入すると
　　　　　E　・’i　Ui　＋E　］」　Vゴ
　　　　　ε　　　　ゴ
　　　　＝パご唯汁Σあ巧Gノ
　　　　　‘　　　　　ゴ
ゆえに
　　　　F、＝・F2＝……．＝　Fn＝G、＝02＝……＝Gn
が求める条件である。これは周辺分布の成長率が全て均等であることを要請している。他方、B
F法‖li）についても同様な操作ieより次のような条件を導出することができる。　（fil’＝αI　Gj十
βjFiの場合）
　　　　Ui＝c・Σo∫培ゴ
　　　　　　　　ゴ
　　　　万＝0・ΣFi鴎ゴ　　　（0：定数）
　　　　　　　　　z
これらはそれぞれ、将来の発生交通量は現在OD交通量に着側の成長率を乗じ、それを加えたも
のに比例し、将来の吸引交通量は現在OD交通量に発側の成長率を乗じ、それを加えたものge比
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例する、という関係を要請している。これらの条件はいずれも非mSee特異なケースであるが、こ
の条件はあくまでも十分条件であって必要十分条件ではないことに注意しよう。　（2・41）式を
i，）一ﾉっいて加え併せたことにより条件がきびしくなって行ったのである。従って、上で求め
た条件は連立方程式が非負解をもつ数あるケースのうち1つのケースであることFe注意しておく
必要がある。また我々の目的にとって｛9　fiゴ＝αiβ元ならびにゐゴ＝αi　Gj十βゴFiにおいて
万」が非負でありさえすればよいのであって個々のai，βゴについては必ずしも非負条件は満足
されていなくても構まわない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　27）2．5　分布交通量推計モデル再考：重力モデルとエントロピー法
　　2．5．1　概　　　要
　本節では重力モデルとエントロピー法について、それらの予測精度という観点からではなくモ
テルの形式を重点に回顧し、それらに統一的な解釈を与えようとするものである。重力形式をも
っ連立方程式モテルは実は重力モテルをBF法（ii）によって修正するモデルに一致することが明ら
かにされ、またエントロピー法と呼ばれている諸法についても、そのモデルの形式と修正方法を
中心に再解釈が試みられる。とくに重要な点は「ゾーン間抵抗の概念」、　「パラメータ決定法」、
「修正方法」の3点であり、この3者の考え方いかんecよって異なるモデルも同一の形式を持ち
得、また同一の解を持つことがウィルソン、佐佐木のエントロピー法、Voorhees型修正重力モデ
ルについて詳しく論じられる。
　2．5．2　重力モデルの構造
周知のように最も一般的な重力モデルは
　　　Xi1－・Ui　Vj　t；； ……………・…・・ i2・44）
の形式で表わされる。ここ｝C　Uiは発生交通貴、〆ゴは吸引交通量、ち」はゾーン間抵抗（所要時
間など）である。らゴにかかるパラメータγは現状のデータから最小自乗法などによって求めら
れるものであり、将来においては所与とされる値である。またこれに類似したものとして
　　　　X藪」＝・σ↓〃」θ’吻　　　　　　　…………………（2・45）
のような指数モデルもよく用いられるが
　　　　・：∫一、晒；一・－r1・gz‘ゴ “”‥’’’’’”・・・・・・… @　（2　・　46）
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という関係があることから、指数モデルといえども一般の重力形式のモテルと基本的にはかわら
ない。ただゾーン間抵抗の項を対数で表現するか否かの違いによるのである。句を実際の所要
時間とした場合、重力形式のモテルはlogtijをゾーン間抵抗とする指数モデルに変換されるので
ある。そしてまた、ときに（2・44）式と（2・45）式を組合わせたところの
　　　　xごゴ＝・〃i〆」嬬θ’「吻　　　　　　、
なる形式のモデルが存在するが（2・46）式の関係を用いると
　　　　X‘ゴー・U・・Vゴ（e’「’1°gZ‘ゴ）（e’「・Ziゴ）
　　　　　＝・砺り卿（一γ1　10gtiブーγ2　tゴゴ）
のように変形され、指数モデルの形式は備えているものの、実は余り明確な意味を持っていない
ことが分る。
　ところで最も一般的な頃力モデルは（2・44）式で表現されるが、一般に（2・44）式をノに
ついて加算したものは所与のUi　1こ一致せず、　またiにっいて加えたものは所与のワに一致しな
い。すなわち、
　　　　Σxご」＝Ui，Σx‘ノ＝γノ
　　　　ゴ　　　　　　ε
という2重制約条件が満足されない。そこで従来の方法では
　　　　・～？一。σ、・ゴ培
によって第1近似を求め、以下テトロイト法、平均成長率法、フレーター法などを用いて周辺分
布に合わせる修正計算が行なわれてきた。すなわち重力モデルと既存の現在パターン3法とを組
合わせる方法が採用されてきたのである。ここで我々は前節で述べたBF法（D、（臥CiDを新たに
修正ツールとして採用することができる。すなわち
　　　　・iゴーん凪9
　　　　　　ただし　　（i）　∫‘ゴ＝αifij
　　　　　　　　　　　（ij）ん＝・叶βゴ
　　　　　　　　　　aDん＝・‘O」＋βj　di
として
　　　　2；　Xiゴ＝L㌦　，．E　Xiノ＝〆」
　　　　ノ　　　　　　　　；
という条件下で（αi，β∫）を決定すればよいのである。ところが実は、重力モデルをBF法（i）で
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修正するモデルはVoorhees型重力モデル、ならびに先験確率が重力形式である場合の佐佐木の
エ。ト。ピ．えZ品＿致し、動モデルをBF法（il）で修正するモデル1、河上の連立方程式モテ、レ
第，㎡11、＿致し、指数モデルをBF法（i）で修正するモテルはウ，ルソ。のエ．ト。ピ．㎡2／こ
一致し、さらに佐佐木のエントoピー法において先験確率が指数形式を持つ場合の解はウィルソ
ンの解に一致すること、などが明らかになった。　（ただしゾーン間抵抗にかかるパラメータが同
じ値をとる場合に限定される。）以下、これらについて詳しく説明してゆこう。
　　2．5．3　連立方程式モデルeeついて
　重力モデルの系譜に属する2つの連立方程式モデルが河上氏（1969）によって提案されてい
　21）　　　その第1法は、OD交通量の増分る。
　　　　△Xij＝X‘」－X；’」　（Xij：将来交通量、　X2’」：現在交通量）
について
　　　　ムx・元一（・」・ρUi　＋　Bi・△〆ゴ時
という関係式を想定し、調整係数αj，Biは次の2n本の制約条件式より決定しようとするもので
ある。
　　　Σxり＝E〔Xl・ゴ＋（・」・△Ui・＋fii・△り）z拐＝Ui
　　　　ゴ　　　　ノ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（L＝1，2，・・・…　，　TL）
　　　ΣxトΣ〔x｛ゴ＋（・ゴ・△L・i・＋・／9、・△〃ゴ）砺＝り
　　　　t　　　　　　　t
　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠＝1，2，……，n）
　一万、第2法というのは次のように表わされている。
　　　x・ゴー（・ゴu汁βiり）z；
　　　　　　　　　　　　　　－r　　　E（αゴσ叶βiり）砺＝σi，　ソ
　　　　ノ
　　　　　　　　　　　　　　－r　　　l（αμ叶β1り）句＝〆1・（ノ＝1，2，……，・り
　　　　t
ところで第1法の（2・47）、
………………… @（2・47）
’’’’’’’’’’”“・・’・’… @　（2　・　48）
・・・・・・・・・・・・・・・・・・… @（2　．　49）
　　　　　（t＝1，2，・・・…　，　n）　・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　　（2・　50）
　　　　　　　　　　　　　　　・・・・…　■■・・・・・・・・・…　　　2　・　51）
（2・48）式は次のように変形すれば
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　　　　Σ（・ゴ．〈Ui＋βi．△〆ゴ）弓＝σi一Σ均
　　　　ゴ　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝Ui＿di
　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝△Ui
同様にして
　　　　　　　　　　　　　　　　　－r　　　　Σ（αノ・△Ui　＋　／9i・ムレゴ）句＝△り
　　　　i
となり、その形式は第2法と同じになることから、以下第2法についてのみ話を進めてゆこう。
　第2法の条件式（2・50）、　（2・51）のうち独立なものは2n－1本であるが（∵ΣUi＝，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t
Σり）、ここで氏は（α∫，βi）の一意的な解を得るために、2n番目の条件式の右辺の定数「s｛　Vn
ノ
（ノ＝n）をわずかに増減（土0．3％以内）させることgcよって独立な条件式が得られたとして
連立一次方程式による求解を提唱している。しかし、実はこのような操作の必要は全くないので
ある。すなわち、いま（2・50）、　（2・51）式を満足する任意の一組の廟を（α」，β～）とする
　　　　　　　　　　　　　　　　　＊と、次のようにして作られる（α」，βi）もまた解となっているのである。
　　　　＊　　　　αゴ＝αゴ＋・〆ゴ
　　　　＊　　　　βi＝＝βi－CUi　　（e：任意の定数）
なぜならば
　　　　＊　　　　　＊　　　　α」　Ui　一βfり＝（αゴ＋・り）σi＋（βi　一・u’のり
　　　　　　　　　　　＝αゴ叫＋β↓り
となっており、これはどんな解ベクトルをとり出して来ようともαゴUi十β1〆元の値がi，ノに
固有な一定の値になっていることを示している。すなわちこれはBF法OIDで述べたと同様に、一
意的な解を得る必要はなく、任意の一組の解さえ得れば十分なことを示している。したがって最
終条件式gc対する操作は不要となる。ここで（2・49）式において
　　　　・ゴ＝・；り，β、＝β価
なる（α5，β1）を定義することができ、このとき　（2・49）式は
　　　　　　　　　　　　　　　　－r　　　　Xij＝（αゴu汁β↓〆」）句
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－r　　　　　　＝（・5叫り＋β｛のり）句
　　　　　　　　　　　　　　　　　r　　　　　　＝（・5＋βりのり句
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と変形され、これすなわち最も一般的な重力モデルをBF法（ii）によって修正することを意味して
いる。究極のところ河上氏による連立方程式モデル第2法は重力モデルをベースとして、修正方
法としてはBF法（ij）に依っていたことが判明した。ゆえに求解は反復法で十分である。また、氏
の第1法についても同様にして
△x↓」一（・∫＋βξ）△Ui△〆ゴ元；
と変形され、増分に関する重力モデルであることが分かる。非負解の存在条件は前節ならびに氏
の論文に、負解の修正法は氏の論文に詳しいのでここでは省略する。
　　2．5．4　ウィルソンのエントロピー法
　英国リーズ大学のウィルソン教授は次のような方法によりOD交通量を求めることを提案して
　　21）いる。
総交通量Tを各ODペア（i，ノ）にXりずつ割り当てる場合の数
5＝T1／17Xiゴl
　　　　tノ
を条件
　　　　ξX‘」＝°’（’－1………t・）　　　一……………（・・52）
　　　　ξXゴゴ＝Dブ　（ノー1………sn）　　　………一……（2．53）
　　　　、膓X‘西＝・　　　　　　　…・一・一……（・・54）
のもとで猷にするx・元の組み合わせ球める・と・ここ・…時生樋量、D」は吸弓1交雌、
eりは（i，ノ）間のトリップ費用、Cは全域で費やされた総交通費用である。この問題はラグ
’ランジ・の綻定数法・よ・て解かれ、L・ま（・・52）、（・・53）、（・・54）式、こ対するラ
グランジュ乗数をai（i＝＝　1，2，……，n）、βゴ（ノ＝1，2，……，n）、γとすると問題の解は
　　　　x、ノ＿eαi＋β」巳「°‘ゴ
と得られる・ただし・各・のパラメータは（2・52）、（2・53）、（2・54）式を縦するよう
に決定されるのであるが、γについては将来における総交通費用Cが未知なため（これは分布の
結果として得られるものであるから）、現況テータより解析的な方法（後述）で求めることとし、
この段階では所与とされている。したがって残る2n個の乗数αi，β」だけ求めればよい。そこで
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　　　　αi．4iO↓＝θ
　　　　β元BゴDゴ＝θ
と置き直して
　　　　　　　　　　　一reijX輌」＝（Ai　8ノ）OiDゴθ ’’’”一’’’”◆’’’’’’” @（2　・　55）
という指数モデルの形式を持たせ、この4，Bゴを収束計算によって解くという方法を用いている。
すなわら（2・55）式を（2・52）、（2・53）に代入し、
　　　　Ai＝1／．x　Bゴ　Dゴe－「°iゴ
　　　　　　　　」　　　　　　　　　　＿＿＿＿＿＿．．．（2．56）
　　　　　　　　　　　　　－rC‘」　　　　8ゴ＝1／．X　AiOie
　　　　　　　　iによって・4i，弓を求めようとする。この方法はまさにBF法（Dと同じ原理であることから、（Ai
，βゴ）の一意的な解は必要なく、何らかの初期値から出発して最初に収束した値をもって解とし
てよく、またAi　8ゴの積の値は解の組‘こよらない（i，ノ）に固有な値となっている。結局、ウ
ィルソンの場合、問題の立て方は別として、指数モデルをBF法（Dで修正させることと同値であ
ることが判明した。しかし、氏の功績はその問題の立て方（とくに式（2・54）で示した条件式）
と、そこから指数モデルを導出した点にあると思われるので以下その点ICついてみてゆこう。
　ウィルソンのモテルの特徴はつとめてその第3番目の制約条件式
　　　　E．X輌ゴo‘ゴ＝C
　　　　り
にある。これはいま対象としている全域において交通の為に支出された総額というものが各OD
ペア毎の交通費用の和に一致するという当り前のことを表現しているのであるが、これを制約条
件式として追加するという意味は、Cとc‘ゴが所与であることから各X‘ゴはこの制約の領域内で
のみ自由度を持って変わり得るということである。したがって、この式は将来においてはCが未
知であるために、左から右への一方通行的な意味しか持ち得ない。ところが現状においては分布
の結果としての総支出額Cが得られていることから、現状の現論的なODパターンを求めるため
に右から左への意味を持たせることができる。その結果、現状のODパターンは理論的には指数
モデルに従がうことが要求されるわけである。しかし、将来においてもし総交通費用Cが先験さ
れる、すなわち、その値は分らなくとも、そのような総交通費用一定の概念が成立し得ると考え
るならば、制約条件式として追加することができる。（0ηにかかるγは境況値を用いるゆえ将来
におけるCはその値を知る必要がないから。）そう考えないとウィルソンのエントロピー法は予
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測モデルとして．は何ら理論的背景を持たないことになってしまうのである。第3番目の制約条件
を欠いた場合のウィルソンの解は簡便法（Xiゴ＝Ui〆ゴ／T）に他ならないのである。したがっ
てウィルソンの場合、ある虚構の上での指数モデルであるということができる。またウィルソン
のモデルを現況説明モデルとして用いる場合にはΣXiゴo↓」＝Cという式が”検証不可能な仮説tt
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り
であるために、その論理が成立する余地が若干残されている。
　ところでウィルソンのモデルでは次の式
　　　　C°BS－〆タS…　（…・観…値）…………一・・……57）
がγの決定・・寄与すると考えられ・いる芦）ここで・，ルソ・が用いた解析的妨法は、勘の
理論的な形式を
　　　　・r」一・吻θ一「°’ゴ／．X・Dゴ、’「°tゴ
　　　　　　　　　　　　　　ゴ
で表わし、・の島を用いた緒用式をrの関数として
　　　　e（γ）＝Σx『ゴ・η
　　　　　　　　8ノ
で表現する。そして最も望ましいγの値は
　　　　　　　　　OBS　　　　n（r）＝c
’’’’’’’’’’”・・・・・・… @　（2　・　58）
’’”・・・・・・・・・・・・・・…@　（2　●　59）
…………………@（2・60）
を満足するものであるとしている。すなわち（2・59）式で表わされる理論的な総費用e（γ）と
　　　　OBS観測値C　　とが一致するよう要請しているのである。したがって（2・60）式は次のようにγ
に関するやや複雑な式になる。
　　　　ろ（蒜÷り一声
　　　　　　ノ
これをγについて陽の形で解くことは期待し難いが、c（γ）というγの関数は図2・5・1に示すよ
うにγについての単調減少関数となり、したがってC＝（：DBSという直線と交差する点Kはユニー
クである。ゆえに解析的fe　rの値を一意的に決定できるとしている。そしてこのrを将来におい
ても一定として用いるのである。ふつう、こういったパラメータは最小自乗法等の手法によって
決定されることが多いが、ウィルソンの場合は総費用一定式をモテルの制約条件にもっているた
めに、これを用いて決定するという体裁をとっているのである。
ここで将来におけるrと総交通費用cFtの関係leついて考えてみよう。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　問題を明確にする意味で次のよう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なケースを想定する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（D　e∠ゴは将来においても変化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（旧　Oi，Djは一定の成長率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2C＞1）を持っている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　将来におけるγの決定法は現況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　で用いたと同様の万法を用いるも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のとすれば、総交通費用関数は
　　O　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Y
　　　　　　Best　value　of　Y　　　　　　　　　　（2・59）、（2・60）式より
　　　　図2・5・1　C（γ）曲線とユニークな解
　　　　tf（・）一ξ（（㌶÷・り一・・c・・）
　　　　　　　　　　　　ゴ
となる。そして将来における結果としての総交通費用をcFとするとき、
　　　　　　　　　　　　　●　　●　　■　　■　　●　　●
　　　　cF（r）＝cF
として
　　　　わo（r）＝cE
なる関係式よりγを決定するのである。しかし、このcEs9全く未知なる数であり、その値いか
んによってγの
　　　　　　　　　e（r）
働三変動する。
以上の関係が図
　　　　　　　　　　　　　　　A
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，．、C・B・｝cF：『モ5㌶舗果
C（Y）
K
　　OBSC＝C
1
1
1
1
1
2・5・2に示さ
れている。
γに関する理論
的な総費用曲線
はc（r）であり、
それは現況に対
する曲線c（r）
YlY2　Y3
　　　図2・5・2
　　　　－57一
λ℃（Y）｝理論的総費用曲線
C（Y）
Y
将来におけるγの値
を2倍して上方にシフトさせたものである。もし将来における結果としての総交通費用cFが現況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　値・°BSの檎とな。ておれば、2つの曲線は点A、で交わり、そのときのγの値は現況より決定
された値に一致する。他方cF＞R・cOBSであればγ＝γ1＜72、　cε〈2・cOBSであればγ＝γ3
＞γ2となる。逆に言えば将来における結果としての総交通費用cFが偶然ec現況値cOBSの2倍と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　
なっているときにのみγ＝γ2なる値を用いてもよいことになる。それ以外のケースについてはγ
≒γ2なのである。cF＞2・COSSの場合はo↓」の大きいODペアへの割当てが増し、　cF＜2．
C（》BSすなわちγ＞r2の場合にはのノの’」・さいODペアへの割当てが増加する。通勤トリップを
例にとれば、前者は職住の遠隔化を、後老は職住近接の傾向を、それぞれ表わしていることICな
る。これはもし将来の社会が通勤費用節約型社会であればγを大きく、逆に通勤費用はかかって
も職住の遠隔化を指向するような社会であればγを小さくとる必要のあることを示している。以
上のことがらは独りウィルソンのモテルだけでなく、他のモテルにも共通なのであるが、ただ
”総交通費用”という概念を用いて図2・5・2のようにそれが明示的に議論できるという点で興味
がある。
　一方、費用制約条件式（2・54）feおいて、　o‘ゴの代わりに10go‘ゴを用いると、ウィルソン
の問題の解は
　　　　X輌ブー（Ai・Bゴ）・冷θ一「1°9°‘∫
　　　　　　＝（AiBi）OiDjc巧
となり重力モデルが導出できる。すなわち実際の交通費用は0ぼなのであるが、それが知覚され
るときには10gのゴに比例するとみなすのである。これは心理学などでよく言われているところ
の11感覚量は物理量の対数に比例する”という関係に基礎を置くものである。これは極めて興味
ある結果であって、人々は交通費用の対数をとったものを心理的な量として知覚して行動してい
るにもかかわらず、結果的eeは最も起り易いパターンとして物理量に関する重力型式が成立して
いるのである。
2．5．5佐淋のエ。ト。ピー㎡5）
いま（i，ノ）間の交通が行なわれる先験確率をP｛」とすれば
　　　　zp｛」＝1
　　　り
という状態でXiゴというOD交通量が得られる確率Sは、
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　　　　・一歳18（・｛・）・i・
　　　　　　11
　　　　　　（T＝ΣXiゴ）
　　　　　　　　　り
で示される。そこで2つの制約条件式
’’’’’’’’’’’’’’’”一” @（2　．　61）
　　　　ΣX↓」＝Ui，ΣX輌ゴ＝〆ゴ　　　　　　　　　　　　　　　　　…………………　（2・62）
　　　　ゴ　　　　　　t
のもとで、この確率Sを最大とするXゴゴを決定する方法が佐佐木のエントロピー法と呼ばれてい
る。オリジナルなモデルでは先験確率として、
　　　　殉＝・・時婿　　　　　　　…一・………’（・・63）
なる重力モデルが想定されている。ここにUi，θ∫はそれぞれ第iゾーンの相対的発生力（Ui＝
Ui／T）、第ノゾーンの相対的吸引力（り＝〆」／T）である。さらに教授のモテルでは実数
Xぼを用いるかわりに
　　　　Xiゴ＝TUiPiゴ　　　　　（EP輌」＝1　）
　　　　　　　　　　　　　　　ノ
　　　　　　　　　　　　　　　（EUiPiゴ＝り）
　　　　　　　　　　　　　　　　t
として定義されるところのゾーン間遷移確率P↓ゴを用いてOD交通量を表わし、　Sを最大化する
P‘ゴを求める形式を備えているのであるが、Xiゴのまま用いても何ら本質的にかわりはない。そ
こで以下ではXi元を用いることにする。　Sを最大にするX輌ゴは、　（2・62）式に対応するラグラ
ンジュ乗数をそれぞれ2i（i＝1，2，……，n）、μゴ（ノ＝1，2，……，n）とするとき前節で示し
たように
　　　　・、∫一・｛ゴ♂・・μ」
と表わせる。これに（2・63）式を代入すると
・、ゴー（。1・、　・」　・；・；）ノけμ」
　　＿（。・、♂・）（り、μゴ）婿
　　＝÷W」♂》ゴz巧
ここで
Ii＝－IL　e2i
　　　㍗
＊
μゴ＝θμゴ
とおけば
x、ゴ＿（錆）Uiり房 …………・・……・ i2・64）
となり、佐佐木のエントロピー法の解は、重力モデルをBF法（Dで修正するモテルと同一となる。
さらに
　　　＊＊　　　＊　　　　2i＝2iUi
　　　＊ホ　　　＊　　　　μ元＝μ」乃
としても一向にさしつかえないことから、この場合は
　　　　　　　　＊＊　　－r　　　　Xij：＝2iμjZり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…’…・・…………（2・65）
が成立する。すなわちこのことは、先験確率としてどのような形を想定するにせよ最終的に解の
中に残ってくるのはZ巧という項だけであり、他の発生ゾーンi、吸引ゾーンノに関する項はパ
ランシング・ファクターの中に含ませることができるのである。実際、先験確率として
　　　　P看元＿・り弓
　　　　Plj＝・z：；
のような形を想定することができるが、いずれの場合にも、得られる解は最終的に（2・64）式
のような形にもってゆくことができる。しかし注意しなければならないのは、先験確率式の形式
は違え解が最終的に同一の形式を持つにせよ異なるのはべき数γの値である。すなわち、べき数γは
現況テータより最小自乗法などによって求めるのであるが、式の構造が異なるためγの値も異な
ってくるということである。ゆえに先験確率としてどの式を採用するかは将来の単位OD表がど
のようなパターンに近づくかで判断されなければならない。現況veおいて最も適合度の高いもの
が将来CL生起するという保証はないからである。前項で展開したγに関する議論はここでも大変
重要になってくる。2つのエントロピー法はその数学的優雅さもさることながら、トリップ長の
分布パターンを表わすパラメータγに関する含蓄のある問題をはらんでいるのである。
　佐佐木のエントロピー法の解は（2・64）式又は（2・65）式のいずれを採用してもかまわな
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いが、従来ややもすればその使用に抵抗があったものの本項の考察により、最も一般的な重力モ
デルをベースとしてBF法（i）によって修正するという非常に簡単な構造であることが判明した。
したがって非常に実用的となったのである。さらに、このモデルの解は実はVoorhees型重力モテ
ルに一致するのである。佐佐木のモデルの解として（2・65）式を採用するものとすれば
　　　　xη＿2ごμゴ場　　　　　　　　…………………（2・66）
　　　ΣXiゴ∋iΣμ」弓一Ui　　　　　　…・・…・…………（2・67）
　　　ゴ　　　　　ノ
　　　EXi」＿μゴΣλ渇一り　　　　　　・…・・……………（・・68）
　　　t　　　　　　　　　　t
であるから、2iを消去するために（2・67）式を（2・66）式に代入すれば
　　　　　　　　　μゴz：；
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　　（2　・　69）　　　　Xiゴ＝Ui
　　　　　　　　　　　　－r　　　　　　　　Σμゴ妨
　　　　　　　　　ノ
となり、ここでμゴはEXiゴ＝〆∫を満足するようee反復計算によって求めるのである。この形式
　　　　　　　　　　t　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－rは、Voor　hees型重力モデルにおいて距離関数をtiゴで与えた場合と全く同一である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　35）
このことは，河上氏によつても報告されているとおりである。
　　2．5．6まとめ
　ここで第2．4節、2．5節のまとめを行なっておく。両節を通じて再考され提案された分布交通
量推計モデル各法が表2・5・1に整理されている。表の上段には既存の現在パターン諸法の解説と
新たに提案されたパランシング・ファクタ法の特徴が整理されている。表の下段には、従来から
提案されてきた重力モテル、連立方程式モテル、エントロピー法モテルが、その修正方法を中心
に再考され整理された形式で掲げられている。この一覧表により各法の関係が一段と明瞭ICなり
さらに従来ややもすれば敬遠されがちであったエントロピー法も形式的には非常に簡明であるこ
とから、実用上の壁はとりはらわれたものと思う。
一61一
榊　　　　　　　華
緯　　　　　N
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　2．6　結　　　語
　本章は交通生成・発生・分布交通量推計プロセスと題し、交通需要の生成から分布までの、い
わゆるパーソントリップ手法の前半部をとり扱ったものである。とく‘乙業務トリップの生成メカ
ニズム、大都市圏の土地利用モデル、分布交通量推計モデルの3点に絞って新たな知見の紹介を
行った。・・°一ソントリップ手法にあっては、配分プロセスがほぼ完成の域に達し、かつ緒論でも
述べたように今後の交通計画、ひいてlaそれに計量的裏づけを与える手法としての交通需要推計
法が社会経済システムと密接に関連した形で展開され得るためには、次章のトリップチェイン研
究と並んで、かつまたそれを補完する役割を担っているパーソントリップ手法前半部に関する、
より大胆なそして今後の方向に沿ったアプローチの進展が不可欠である。以下、各節で得られた
ファインディングスならびに有益な今後の指針などを中心に本章のまとめを行っておこう。
　業務トリップの生成について：トリップ生成量の推定については従来から原単位法が採用され
てきた。この方法は社会や経済システムが大巾な変動をしないという前提のもとに意味をもつも
のであり、出勤・登校・買物といった日常的かつ拘束的なトリップ目的について有効な方法であ
ったといえる。しかし、業務トリップは直接le経済活動に係わるものであり、原単位という安定
性を要求される方法では、経済構造の変化に対応できないことは自明であろう。そこで本研究で
は産業組織という点に着目して、種々の観点から、その構造的特性と業務トリップ生成との関係
を調べた結果、次のようなことが明らかとなった。まず、都市型産業にあっては企業規模が増す
につれて業務トリップの原単位が逓減すること。市場パターンとの関係では、市場構造が競争的
であるほど原単位が高いこと。最後に、市場の競争度という計量的指標でみると、それが高いほ
どトリップ数が増大していること、など。本研究は、まだ開始したばかりであり、十分な将来の
展望を行ない得ないが、ダイナミックな経済活動をその構造的特性に着目してマクロ的に把握す
る足がかりを得たという意味で、将来予測における惹義は小さくないものと思われる。
　大都市圏の土地利用構造について：トリップ発生量・吸引量を求める場合ge必要な情報として
の土地利用の決定法がローリーモデルを例としてlpl顧された。オリジナルなローリーモケルは、
一点集中的でかつゾーン間のinteractionがかなり密接な場合の大都市団fe適用すべく開発され
たところの、世帯ならびに従業者の配置モテルであるが、現実の大都市圏の構造が、眼住分離・
郊外化・ドーナッ化といった現象のために、オリジナルなモテルの要求する構造から乖離をきた
していることに注目し、その改良への指針が考察された。重要なものをいくつか列挙すると、ま
ず、対象圏域の閉鎖性をうまく確保させること、もしくはオープンモデルとしてとり扱うこと。
大都市圏ではRetail　Sectorは地域の需要のみで説明できない部分も存在するので、それを考慮
に入れること。Re　tail　Sectorについては生8舌関連グループと産業関連グループec分けることが
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望ましいこと。世帯にっいては、これはモテルの骨格となる部分であるから精度を高める工夫が
要求されること、などである。とくに人口急増地区（ドーナツ部分）と流出の激しい都心（CB　D）
とをベランスよく適合させる工夫が望まれる。
　分布交通量推計モデルfeっいて：従来から個々ばらばらに提案されていた分布交通量モデル諸
法を、それらの構造に焦点を合わせて回顧し、修正方法を中心に再考がなされた。現在パターン
法として新たに提案されたバランシング・ファクター法の形式は、すべての考えられる分布モデ
ルの修正方法の原型的な意味を持っていることが明らかecされ、従来ややもすればその使用が敬
遠されていたエントロピー法も、本研究の結果、非常に実用的な体裁へと変身させることが可能
となった。ここで提案されたBF法（i）（エントロピー法的現在パターン法）は後の第3章の目的
間遷移行列の将来予測、ならびに第4章のトリップチェインにおけるモーダルスプリットにおい
て非常に重要な役割を果すことになる。とくに第4章では、トリップエンドモデルとトリップイ
ンターチェンジモテルを連結するパイプ役としての重責を担うことになるのである。
一64一
第2章　参　考　文献
1）京阪神都市圏PT調査委員会（1972）　：PT調査報告書、交通予測モテル編。
2）佐佐木綱（1974）：「都市交通計画」、第4章交通生成、国民科学社刊。
3）馬場正雄、新野幸次郎（1969）　：「寡占の経済学」、日本経済新聞社刊。
4）馬場正雄（1970）：”産業組織論fCおける計量的研究・展望”、　「季刊理論経済学」、
　　Vo！．XX　I．Nロ3．
5）ヘンダーソン・クォシト（1970）：「現代経済学：価格分析の理論」、小宮隆太郎訳、
　　創文社。
6）小西唯雄（1972）　：”産業組織政策と「競争の促進」”、経済セミナーM　205、8月号
　　日本評論社。
7）Ila11，M．，　Tideman，　N．　（1967）：”Measures　of　C　oncent　rati　on，”＿旦gりr．　of　t已こ
　　Ame．　Stat．Society，　March．
8）Hart　（1971）：”Entropy　and　Other　Measures　of　Concentration，”　Jour．　of　the
　　Royal　stat．　Society，　Vol．　134，　Partl．
9）近畿地方建設局（1973）　：”企業間競争が交通に及ぼす影響”。
10）佐佐木綱（1975）　：”競争と交通”、　「道路建設」331号。
11）佐佐木綱、近藤勝直（1975）　：”業務交通の生成に関する産業組織論的考察”、　「交通
　　工学」、Vbl．10，M3．
12）震　恒三（1974）　：”都市型産業の業務トリップ特性に関する考察”、京都大学修士論
　　文。
13）　Kondo’，　K．（1976）：”Compe　ti　ti　on　and　Trip　Generation”、　Salford　University
　　Working　Paper（un　publish　ed）
14）Lowry，1．　S．（1964）：”AModel　of　MetropOlis”，RAND　CorpOration．
15）関田紳一（1975）　：”開発途上地域の土地利用形態に関する研究”、京都大学修士論文。
16）近藤・関田・磯貝（1975）：”開発途上地域へのローリーモテルの適用”、JSCE年次
　　学術講演概要集IV。
17）中村徳三（1976）：1・ローリーモテルの大阪府への適用”、京都大学研究生論文
　　　（unpublished〕も
18）伊藤容三（1973）二”ポテンシャルを用いた土地利用モデルに関する研究”、京都大学
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一65一
　　修士論文。
19）塚原重利（1962）：”MatrixのDistributionについての一考察〃、「運輸と経済」
　　第22巻、第2号。
20）竹本恒行、石瀬俊明（1972）　：”行列演算によって将来交通量を推定する一手法〃、
　　　「交通工学」Vot．7・Ml．
21）河上省吾（1969）：”通勤・通学交通k分布の予測方法に関する研究”、京都大学学位
　　論文。
22）Wi1、。。，　A．G．（1967）：工St、ti，ti，al　Th，。，y。f　Sp。ti、I　Di、t，ib。ti。n吻。1，，”
　　Transpn　Res．，1，トh　3．
23）Wilson，　A．　G．（1969）：”The　Use　of　Entropy　Mhximising　Models　in　the　Theory　of
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　tt　　Trip　Distribution・Mode　Splitarr］Route　Split・－
　　and　Policy・J　anuary．
24）Wilson，　A．　G．，Kirkby，　M　J．（1975）：MATHEMATICS　FOR　GEOGRAPHERS
　　AND　PLANNERS，　CLARENDON　PRESS，　OXFORD，　P．98－p．100．
25）S。、aki，T．（1968）：鴛P，。b。bili、ti。　MOd，I　F。，　T，ip　Di、t，ib。ti。。CP，。、．。f　th。
　　4th　International　Symposium　on　the　Theory　of　Traffic　Elow，　held　inKarlsruhe，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　　Germany．
26）近藤勝直（1977）：”分布交通貴推計モデルの総点検（1）・現在パターン法”、　「交通工
　　学」（forthcoming）．
27）近藤勝直（1977）：”分布交通量推計モテルの総点検（2）・重力モデルとエントロピー法”
　　　「交通工学」　（forthcom　ing）．
28）L・ub、1，P．　S．，　P。tt，，　R．　B．（1968）：ちM。th。，n、tical　MOd，l　f。，　T，ip
　　　　　　　　　ク　　Distribntion．　Proc．　of　the　4th　Internati㎝a［　Symposium　on　the　Theory　of　Traffic
　　Flow，Germany．
29）Cochrane，　R．　A．（1975）：”APossible　Economic　Basis　for　the　Gravity　Model”，
　　Jour．　of　Transport　Econam　ics　and　policy，　Vo1．　IX，　ib　l．Jan．
30）Cochrane　，　R．　A．（1976）：〃AMore　General　Forms　of　the　Gravity　Model”，
　　Traffic　Eng．＆Control，Jul　y．
31）Wls㎝，　A．　G．（1975）：”Some　New　Forms　of　Spatial　Interaction　Mode［：A
　　Review〃，Transpn　Res．，　Vol．9，　pp．167　－179．
32）　Hutchinson，　B．　G．（1974）：　PRINCIPLES　OF　URBAN　TRANSPORT
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－66一
　　SYSTEMS　PLANNING　，SCRIPTA　BOOK　COMPANY，　Washington，　D．　C．，
　　Chap．4．
33）ツルミュ　’一ル，R（1964）著：マhPクスの理論と応用、理工学海外名著シリーズ5，
　　ブレイン図書、瀬川・高市邦訳。
34）佐佐木綱（1974）著、都市交通計画　第7章OD分布交通量、国民科学社刊。
35）　河i：省吾（1975）・”OD交通｛8｛細分化のためのモデルと重力モデルの
　　　確率論的意義”，第ユ2回日本道路会議一般論文集。
一67－一
第3章 トリップチェインの記述と予測
　3．1　概　　　説
　交通計画にあたって人間の行動パターンを把握しておくことは極めて重要である。都市圏の絶
えざる膨張は都市に住む人々の行動領域を拡げ、さらに1日を単位としてみるならば、1日生活
圏、1日行動圏というものは交通機関網の整備と相まって拡大する。また経済成長、技術革新に
伴なう所得の増加と余暇時間の増大は自由な、拘束されないトリップの増加を促すであろう。重
要なことは、或る人間の基本的な行動パターンにおいて、このトリップの増分がいかなる形で追
加されるかという点である。
　たとえば、いま典型的な勤労老の行動パターンについて考えてみよう。彼の基本的な行動パタ
ーンは、「家」→「勤務先」→「家」という2つの施設と2つのトリップにより構成されている。
所得増と自由時間増が彼をして1単位の買物トリップを行なわせしめるものとする。この追加的
な買物トリップは彼の基本的な行動パターンのどの部分に付加されるのであろうか。それは自由
時間の生じた時間帯と商店の営業時間帯などに強く依存しているであろう。この場合、図3・1・1
に示すような5種類のパターンを考えることが
できる。パターン〔A〕、〔B〕、〔C〕はそれぞ
れ基本パターンを崩さずに買物トリップが追加
されているが、その代償として買物トリップの
出発施設への帰着トリップが付随して生じてい
る。したがって、この場合には結果的に2単位
のトリップ増となっている。一方、パターン
〔D〕、〔E〕においては基本的パターンに買物
トリップが割込んだ格好になっており、基本パ
ターンが崩されてしまっている。5つのうちの
どのパターンが生じるかは、
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トリップパターンの変化
S
　　　　　　　　　　　　　自由時間の生じた時間帯（出勤前、昼休み、勤務終了後など）と商
店の営業時間帯（地域別、業態別、品目別などごとに異なる）ic依存して決ってくるものと思わ
れる。
　このように、単に1単位の買物トリップの増分についてもその追加万法は種々想定できるので
あるから、全人口、全トリップ目的について考えるときには、これらを体系的かつ合理的に把握
することが是非とも必要になる。またどのパターンをとるかiCよって、　OD表に計上される1単
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